
横浜市分別収集計画 
平成 22 年７月９日 

 

１ 計画策定の意義 

 

経済発展に伴う大量生産及び大量消費は、生活様式の多様化や利便性の向上に貢献した一方、廃

棄物の排出量の増加等により、環境負荷を増大させ、このまま何の対策を講じなければ、次の世代

に良質な都市環境や地球環境の継承が困難となることが懸念された。 

  そこで、横浜市では、平成 22 年度におけるごみ量を、平成 13 年度実績に対し 30％削減するこ

とを目標とした、横浜市一般廃棄物処理基本計画（横浜Ｇ３０プラン）を策定して、循環型社会の

実現を目指し、市民・事業者と協働してごみの減量・リサイクルに取り組んできた。 

平成 22 年度が横浜Ｇ３０プランの最終年度であることから、本年度に新たな一般廃棄物処理基

本計画を策定する予定としている。 

横浜市分別収集計画（以下、「本計画」という）は、このような状況のなか、「容器包装に係る分

別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（以下「法」という）第８条に基づき、一般廃棄物の

相当部分を占める容器包装廃棄物を分別収集し、その減量・リサイクルを促進する目的で、市民・

事業者・行政のそれぞれの役割を明確にし、具体的な推進方策を明らかにするとともに、関係者が

一体となって取り組むべき方針を示したものである。 

 

２ 基本的方向 

 

ごみ問題を環境問題、資源・エネルギー問題の一環としてとらえ、廃棄物による環境への負荷を

できる限り低減するため、廃棄物の発生を抑制するとともに、徹底した分別をはかり、再生利用を

推進することで、限りある資源・エネルギーの消費の節減と循環的な利用を促進し、市民・事業者・

行政が協働し、一体となって「循環型社会」の実現を目指す。 

  

 

３ 計画期間 

 

本計画の計画期間は平成 23 年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。 

                          

４ 対象品目 

  

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無色、茶色、

その他）、飲料用紙製容器、段ボール、ペットボトル、プラスチック製容器包装を対象とする。 

 



５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

（単位：トン） 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

容器包装廃棄物 175,927 173,849 172,285 170,750 169,708 

 

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制を促進するための方策に関する事項（法第８条第２項第２号） 

 

容器包装の排出抑制を促進するため、以下の方策を実施する。 

 

（１）発生抑制の推進 

市民・事業者と連携して廃棄物の発生抑制に取り組むために、市民（消費者）の立場から具体 

的な発生抑制の取組を提案する「横浜市チャレンジ・ザ・リデュース市民委員会」などを設置し

て推進する。 

   さらに、市内の主要スーパー、地域生協、百貨店、コンビニエンスストア、家電専門店、飲食 

店、食品小売店等と横浜市が協定を締結し、容器包装材の削減をはじめ、廃棄物の発生を抑制す

る環境にやさしい消費・販売行動等の事業者の自主的な取組を推進する。 

 

（２）事業者による回収リサイクルシステムの構築 

「横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例」で定めた「再生利用等促進

物制度」などに基づき、容器包装廃棄物の製造・加工・販売を行う事業者の自主回収を促進する。 

 

（３）資源集団回収の促進 

   市民の自主的な活動として進められてきた資源集団回収を促進するため、資源回収実施団体及

び資源回収業者に対し、回収量に応じた奨励金を交付する。また、行政回収からの移行を進める

ため、未実施地域や行政回収への排出が多い地域へ実施の働きかけを行う。 

 

（４）市民との協働 

   地域における環境対策のトータルリーダーとして環境事業推進委員を委嘱し、発生抑制や分別

排出の普及啓発及び指導、資源集団回収の活性化の働きかけなどを行う。 

 

（５）適正排出の促進 

市民に対し分別収集物の周知を図り、燃やすごみへの混入を防止する。 

また、分別排出の促進により回収物の品質向上を図るため、分別排出を条例で義務化し、分別

区分に従わないでごみを出した場合、指導・勧告・命令を行い、それでも改善しない市民に対し、 

罰則（過料）を科す。 

さらに、分別の徹底を図る上で課題となっている、分別ルールが守られていない集合住宅につ

いては、家主や管理会社等の管理者に対し改善の取組を要請する。 

 



（６）広報・普及啓発活動 

    イベント、ＰＲ活動を通じて広く市民にごみ問題に対する意識を高めてもらうよう、積極的に

広報活動を行っていく。 

  ・広報紙やパンフレットの作成、配布  

  ・インターネットによる情報提供 

  ・啓発イベントの開催 

  ・学校教育への参画 

・焼却工場の見学の受付 

・啓発拠点の運営 

 

７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係る分別の

区分（法第８条第２項第３号） 

  

分別収集を行う容器包装廃棄物の種類を下表左欄のように定める。また、収集に係る分別収集

の区分を下表右欄のとおりとする。 

 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 

主としてガラス製の容器 

（無色のガラス製容器、茶色のガラス製容器、その他のガラス

製容器） 

缶・びん・ペットボトル 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするためのもの（原

材料としてアルミニウムが利用されているものを除く。） 
古紙（紙パック） 

主として段ボール製の容器 古紙（段ボール） 

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）製の容器であっ

て飲料、しょうゆ等を充てんするためのもの 
缶・びん・ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であって上記以外のもの プラスチック製容器包装 

 



８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リサイク

ル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第２項第４号） 

 

                （単位：トン） 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 
主としてスチール

製の容器 
5,602 5,356 5,133 4,917 4,721 

主としてアルミ製

の容器 
4,664 4,683 4,713 4,741 4,780 

10,537 10,587 10,662 10,733 10,830 無色のガラス製容

器 0 10,537 0 10,587 0 10,662 0 10,733 0 10,830

6,798 6,829 6,875 6,919 6,980 茶色のガラス製容

器 0 6,798 0 6,829 0 6,875 0 6,919 0 6,980 

4,782 4,855 4,942 5,027 5,127 その他のガラス製

容器 4,782 0 4,855 0 4,942 0 5,027 0 5,127 0 
主として紙製の容

器であって飲料を

充てんするための

もの（原材料として

アルミニウムが利

用されているもの

を除く。） 

98 81 67 56 46 

主として段ボール

製の容器 
3,571 3,070 2,645 2,278 1,966 

- - - - - 主として紙製の容

器包装であって上

記以外のもの 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 

12,355 12,431 12,537 12,639 12,771 
主としてポリエチ

レンテレフタレー

ト（PET）製の容器

であって飲料又は

しょうゆその他主

務大臣が定める商

品を充てんするた

めのもの 

12,355 0 12,431 0 12,537 0 12,639 0 12,771 0 

50,715 51,770 52,970 54,175 55,537 主としてプラスチ

ック製の容器包装

であって上記以外

のもの 
49,194 1,521 50,217 1,553 51,381 1,589 52,550 1,625 53,871 1,666 

※ プラスチック製容包装については、平成 22 年度の実施状況を参考に見込み量を算出した。 
※ 紙製容器包装については、ミックスペーパー等の「その他の紙」という品目に含めて収集してい

るため、無記入とする。 
※ ガラス製容器（無色、茶色、その他）、その他の紙製容器包装、ペットボトル及びプラスチック製

容器包装に係る分別基準適合物の指定法人への引渡見込量と、独自処理量の記載方法は以下のと

おり。 
（合計）        ｔ 

（引渡量） ｔ （独自処理量）ｔ 



９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リサイク

ル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法 

 

（１）基準となる年度の容器包装廃棄物の資源化量を、当該年度の人口及び日数で割り、「基準とな

る資源化量原単位」を算出。 

（２）容器包装廃棄物の品目に応じて、過年度の実績から、「基準となる原単位伸び率」を算出。 

（３）（１）で算出した原単位に、（２）で算出した率並びに分別収集計画の計画期間における各年度

の推計人口及び日数を乗じ、「計画年度の分別基準適合物等の量」を算出。 

 

 

10 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

 

容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 収集運搬段階 
選別保

管段階 
備考 

スチール製容器 金 

属 アルミ製容器 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 
ガ
ラ
ス 

その他のガラス製容器 

缶・びん・ペットボトル

飲料用紙製容器 古紙（紙パック） 
紙 

類 段ボール 古紙（段ボール） 

事業者自主

回収、資源

集団回収も

並行して実

施 

ペットボトル 缶・びん・ペットボトルプ
ラ
ス
チ
ッ
ク 

その他のプラスチック

製容器包装 
プラスチック製容器包装

ステーション

収集及び拠点

回収 

市 

事業者自主

回収も並行

して実施 

 

 

11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

 

  缶・びん・ペットボトルについては、既存の資源選別施設で選別、圧縮・保管を行う。古紙（紙

パック、段ボール）については、各ストックヤードに保管する。その他プラスチック製容器包装に

ついては、民間の中間処理施設で選別、圧縮・保管を行う。 

 

 

 



12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項（法第８条第２項第７号） 

 

   容器包装の資源化を推進するため、以下の取組を進める。 

 

・市民・事業者・行政の役割を明確にし、行政はコーディネート役を果たしながら、市民・事業

者による自発的・主体的な取組を基本とした発生抑制、再使用、再生利用を進める。 

・様々な啓発活動を地域において、分別収集への協力や適切な排出方法などについての啓発活動

を行い、分別収集への協力率、資源物の品質の向上を推進する。 

・毎年度、分別収集計画記載事項の実績を確認、記録し、乖離があった場合には３年後の計画改

定時に、その記録を基に事後評価を行うこととする。 

 

  

 

 


